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コミュニティ防災における人材育成

令和5年度春季建築物防災講演会

大阪公立大学都市科学・防災研究センター

教授 生田 英輔

むすぶ、ぼうさい MUSUBOU
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コミュニティ防災人材構想の誕生

日本の防災の課題

• 災害大国である日本では一人一人が災害を学び
、適切な準備をすることが必須

• 国、自治体は災害の研究、観測、地域防災活動の
支援、防災教育、発災時の対応、復旧・復興にあた
っている

• 厳しい財政状況、公的機関職員数の減少、少子高
齢化等の社会情勢の変化

• 豪雨災害をはじめとした災害の頻発
• 南海トラフ地震等の発生の懸念
• 自助・共助の促進、役割分担の推進
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国民が重点を置くべきだと考えている防災政策

内閣府調査
公助に重点を置くべき 24.9％⇒8.3％

地域防災の現状

課題
• 担い手の高齢化
• つながりの希薄化
• 自治会等の加入者の減少

新たな動き
• ボランティア活動の増加
• NPO等の地縁組織とは別の組織・コミュニティの

増加
• 集合住宅世帯の増加
• 戸建住宅と集合住宅の連携不足

▼
いずれのコミュニティも災害や防災への関心はある
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災害対策基本法

第7条「住民等の責務」
• 地方公共団体の住民は、自ら災害に備えるための手段を講

ずるとともに、自発的な防災活動に参加する等防災に寄与
するように努めなければならない。

第8条「施策における防災上の配慮等」
• 国及び地方公共団体は、災害の発生を予防し、又は災害の

拡大を防止するため、特に次に掲げる事項の実施に努めな
ければならない。

• 自主防災組織の育成、ボランティアによる防災活動の環境
の整備その他国民の自発的な防災活動の促進に関する事
項

コミュニティ防災人材構想

• 多様なコミュニティが別々に活動している
• いずれのコミュニティも大なり小なり防災に関心

がある
• コミュニティ同士が連携すれば山積する課題解決

の一助になるのでは
• 目的の異なるコミュニティがいきなり連携すること

は難しい
• 各コミュニティに防災に詳しい共通の人材がいれ

ば良いのではないか
• その人材がコミュニティ間の潤滑油となるのでは

ないか
▼

コミュニティ防災人材育成プログラムのスタート
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コミュニティ防災人材の特徴

• リーダー型人材とはやや異なる
• 自身の知識取得とスキル向上以外に、コミュニティ

のメンバーの防災活動への関与を後押し
• 他のコミュニティとの橋渡し役
• 災害時に個人ができることは限られている
• コミュニティのメンバーを後押しし、コミュニティと

コミュニティをつなぐ役割を重視
• 平時から災害時まで広く活動する人材

• リーダー型が上方向を目指すとすれば、コミュニテ
ィ防災人材は横方向への広がりを目指す

コミュニティ防災とは
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自治会活動と防災

• 加入率の低下、役員の高齢化、担い手不足
• 存続が危ぶまれる
• 避難行動要支援者への対応や、避難所運営な

ど役割は増加

• 地域のお祭りや、清掃活動に参加して、その存在
価値を十分に感じている住民も一定数いる

• 実際に災害を経験した地域では「平時より活動が
活発な自治会や自主防災組織があったからこそ、
避難所で大きなトラブルなく運営ができ、仮設住
宅団地での交流が生まれ、復興まちづくりにも歩
みだすことができた」

自主防災組織と防災

• 災害時の自助・共助を効率的に進める組織
• 平時からの組織体制の構築、訓練、発災時の避難

誘導、救助・救出、消火、避難所開設・運営など
大阪市の場合
• 地域に居住・勤務する人も構成員となり、地域活

動協議会、地域振興まち会、女性会、社会福祉協
議会、民生委員・児童委員、PTA等も防災活動に
かかわることが想定

• 2023年4月現在で約9,600人（大阪市HP）が
地域防災リーダーとして活動

• 要配慮者や女性の視点も重要、多様な住民等が
自主防災組織に参画することが重要
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地域防災活動の例
④復旧・復興期③応急対策時②災害警戒時①平常時

• 被災者に対する地
域コミュニティ全体
での支援

• 行政関係者、学識経
験者等が連携し、地
域の理解を得て速
やかな 復旧 ・復興
活動を促進

• 身の安全の確保

• 出火防止、初期消火

• 住民間の助け合い

• 救出及び救助

• 率先避難、避難誘導、
避難の支援

• 情報収集・共有・伝
達

• 物資の仕分け・炊き
出し

• 避難所運営、在宅避
難者への支援

• 情報収集・共有・伝
達

• 連絡体制の整備

• 状況把握（見回り・住
民の所在確認等）

• 防災気象情報の確認

• 避難判断、避難行動
等

• 防災訓練、避難訓練
（情報収集・共有・伝
達 ・訓練含む）

• 活動体制の整備

• 連絡体制の整備

• 防災マップ作成

• 避難路の確認

• 指定緊急避難場所、
指定避難所等の確認

• 要配慮者の保護等地
域で大切なことの整
理

• 食料等の備蓄

• 救助技術の取得

• 防災教育等の普及啓
発活動

出典：地区防災計画制度入門

多種多様な防災活動を一部の住民で担うことは困難

コミュニティ防災

• 「地域コミュニティ」は従来の自主防災組織や地
縁組織

• 「コミュニティ」はある一定の目的を持ち活動して
いる組織・集団

• 企業、学校、ボランティア団体、NPO、任意団体な
ど

• 様々な団体・グループが協働して防災に関与して
いこうというのが、コミュニティ防災の根幹

• コミュニティ防災の重要性を明確に規定したもの
に、2005年1月に開催された国連防災世界会議
で採択された「兵庫行動枠組」がある
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Hyogo Framework for Action

出典：UN Office for Disaster Risk Reduction

兵庫行動枠組（HFA）

• コミュニティと国家レベルで必要とされるリスク管
理とリスク軽減の能力を構築する努力を加速

• 各地方コミュニティにおけるあらゆる災害リスクの
軽減について、伝達、活動の活性化、住民参加と
いった、より活動的なアプローチ

• 災害対応力を体系的に高めるために、全てのレベ
ル、特にコミュニティレベルで、制度、仕組み、及び
能力を開発・強化

• コミュニティと地方自治体は、災害リスク軽減のた
めの活動を実施する為に、必要な情報、資金、関
係当局へのアクセスを得ることにより、災害リスク
管理や削減の権限を持つべき
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コミュニティ防災の特徴

• 多様な主体の参画
• 地域では、自治会、町内会、消防団、水防団、PTA

、女性会、子ども会、事業者の会、ボランティア団
体などが、福祉、防犯、青少年育成、環境などの活
動を展開

• 連携協働によって、より実効的な防災を進めること
ができるという発想

• 連携により課題解決を目指す「コレクティブインパ
クト」

• 主体の関係性をフラットに保つことが重要
• ハザードと脆弱性の評価を基盤とする

多様な参画の主体

自治会

消防団

NPO

PTA

子ども会

学校福祉

医療

企業

自治体

コミュニティ
防災

自主防災組織
避難所運営

防災訓練
意識啓発

災害ボランティア
テーマ型災害対応

防災まち歩き
イベント

防災教育
防災訓練

福祉避難所
避難行動要支援者

災害医療
感染症対応

BCP・CSR
物品供給

防災計画
自主防災組織支援

備蓄物資供給
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地区防災計画

出典：内閣府地区防災計画ガイドライン

地区防災計画制度とコミュニティ防災

• コミュニティ防災の推進にあたって相性の良いの
は2013年の災害対策基本法の改正により創設
された地区防災計画制度

• ボトムアップ型の仕組み
• 特徴は、「地域に根差して取り組む」「みんなで進

んで取り組む」「包括的に考えて取り組む」「実行
を求めて取り組む」の4つ

• 計画を策定する「主体」、範囲とする「地区」、計画
の内容なども含めて自由に設定

• 計画をもとに訓練や人材育成を推進

出典：内閣府地区防災計画ガイドライン10



地区防災計画の目的と概要

• 地域住民や事業者が自発的に防災活動を推進す
るための計画

• ボトムアップ型で住民自らが手作りで作る計画
• 地区ごとの課題を抽出し、対策を検討
• 想定災害（自然災害に限らない）
• 人口密集地、郊外、海側、山側、豪雪地帯、島しょ

部
• 自然特性、社会特性
• 計画に沿った人材育成や防災訓練を実施
• 計画を継続的に見直し
• 平常時、発災直前、災害時、復旧期、復興期
• 誰が何をすべきか明確化

出典：内閣府地区防災計画ガイドライン

コミュニティ防災人材育成プログラム

JST-RISTEX
コミュニティ防災人材育成システムの全国展開に向けた実証プロジェクト
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概要

• 国立研究開発法人 科学技術振興機構が支援する「S D Gsの達成に
向けた共創的研究開発プログラム（ソリューション創出フェーズ）」

• 大阪市立大学 都市防災教育研究センター（当時、現 大阪公立大学
都市科学・防災研究センター）と大阪市住之江区役所の協働提案が
2020年に採択

• 多様なコミュニティをつなぎ、相互の交流・協働を
促す「コミュニティ防災人材」の育成を目指す防災
人材育成システムの開発と実証

• eラーニング教材、防災教育ARアプリ、災害対応
行動アプリなどのICT技術を活用し、防災知識・
技術をコミュニティ（集団）で修得を図る

多様なコミュニティの連携
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プログラムの特徴

プラットフォームの構築

学習コンテンツ、参加者同士の交流、コンテンツの共有などの機能
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第1段階

第1段階：eラーニング

基本編
• 地震のメカニズム：断層、津波
• 地震対策：住まい、家具、避難
• 水害のメカニズム：台風、豪雨
• 水害対策：避難、情報

テーマ編
• 親子防災
• 防災教育
• マンション防災
• ICTの活用
• ファシリテーション
• 地区防災計画
• 災害ボランティア
• 事業継続計画（BCP）
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第2段階

• リスクコミュニケーショ
ン

• ファシリテーション
• チームビルディング
• 防災ゲームの活用法
• 非常持ち出し袋
• イベントちらしのデザイ

ン
• ノーコードアプリ作成
• 災害時のＳＮＳの活用

法

• 防災まち歩きの企画
• 災害リスクの分析と評

価
• ハザード情報の収集と

分析
• 防災イベントの企画
• 会議の運営・意思決定
• 住まいの防災（耐震）
• 住まいの防災（家具）
• 避難所開設と運営
• 地区防災計画
• 生活継続計画

防災まち歩き

目的
• わがまちの災害にかかわる状況を充分に認識
• 健常者だけではなく、幼児・子供、高齢者、妊婦、障がい者、

外国人など、それぞれの立場に立ってまちをとらえる
• まちに関する防災面での視点を養う

方法
• 地域の地形、災害履歴、想定される災害とハザードマップ、

かつての土地利用などの下調べ
• 安全な避難路、災害時に役立つ施設など
• 1km～1.5kmの距離を2時間程度のルート設定
• 気づいた点を発表する振り返りの時間
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防災まち歩き

• 自然災害とは、自然現象によって、人が構築した建物や土
木構造物などが破壊され、人にわざわいが及ぶこと

• 地域の自然の状況（地形・地質・植生）とまちのようす（建
物・道路の状況、人々の暮らし方など）を合わせる

• 各種の自然災害によって、まちの状況がどのように変わる
のかを考えてみる

• まちの中にある災害時に役立つ施設や資源がどこに・どの
程度あるのかを、そこに暮らす人々が自ら確認し合う

活用できるマップ例
• ハザードマップ（国土交通省・自治体）
• 都市圏活断層図（国土地理院）
• 地図・空中写真閲覧サービス（国土地理院）
• 時系列地形図閲覧サイト「今昔マップon the web」

防災まち歩き

• 参加者が各地点で観察したものを、意見を気軽に言い合い
それぞれに再認識することが大事

• 最大でも15名までの参加者で行うことが良い
• 行程は1.5km程度を目安
• 2時間程度
• 地形の特徴、想定される災害状況の確認
• 1時間程度の時間を持ち、簡単な振り返りをみんなで行い、

感想や気づいたこと、今後の備えに向けた行動などを話し
合う

• Googleマイマップを用いたモデルルート作成
• 事前にルートを作成し参加者で共有しておく
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Googleマイマップの作成方法

ファシリテーション

• コミュニティ防災に必要なスキルとしてファシリテーションを
設定

• コミュニティの会議を事例に、「参加者の発言が少ない」「
会議の目的がわからない」「参加者の意見がまとまらない」
「会議のテーマがずれてしまった」「会議がいつまでも終わ
らない」の時にどうするか

具体的には
• アイスブレイクや会議ルールの設定
• 会議の目的や工程を示す
• 終了時間を示す
• 合意形成のルールを示す
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ファシリテーション

• コミュニティ防災に必要なスキルとしてファシリテーションを
設定

• コミュニティの会議を事例に、「参加者の発言が少ない」「
会議の目的がわからない」「参加者の意見がまとまらない」
「会議のテーマがずれてしまった」「会議がいつまでも終わ
らない」の時にどうするか

具体的には
• アイスブレイクや会議ルールの設定
• 会議の目的や工程を示す
• 終了時間を示す
• 合意形成のルールを示す

ファシリテーション

• 会議時のホワイトボード例
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大阪市各区の動画の紹介

大阪市防災アプリの紹介

• 防災マップ
• PDF各区版
• リンク集

大阪市防災ポータルサイト
大阪市消防局のお役立ちアプリ
あべのタスカルYouTube
気象庁「大雨の時にどう逃げる」
NHKニュース・防災アプリ 他

• 「まなぶ・あそぶ」機能
• 災害発生時の情報収集機能
• 雨量情報
• 防災ガイド（大阪市民防災マニ

ュアル）
• ブザー、ライト機能
• 安否情報の連絡・検索
• （Googleパーソンファインダー

）
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LINEオープンチャットの活用

オープンチャットは
LINEの標準機能！
誰でも匿名でグルー
プトークが可能

LINEの連絡先交換
をしなくても匿名で
最大5000人までが
LINEのグループトー
クが可能

▼
避難所での情報交換

第2段階の事例

• 交通系企業（大阪市住之江区） 15名
• ワークショップ 2022/9/25、10/9
• 防災まち歩き 2022/9/25＞
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第2段階の事例

• 地域活動協議会（大阪市城東区） 27名
• ワークショップ 2022/9/3
• 防災まち歩き 2022/9/11

第3段階

コミュニティ活動で必要な3種のスキルを学ぶ

1. ICTスキル
• （情報収集・発信・コミュニケーション）

2. ファシリテーションスキル
• （円滑な議論と合意形成）

3. コミュニティマネジメントスキル
• （状況判断・地域資源活用）

• ロールプレイング災害対応訓練
• （状況付与型・状況創出型）
• 実際の災害状況に対してチームで対処を考える総仕上

げの演習
• 他のコミュニティのメンバーとしてロールを体験
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災害時に役立つICTツール

コミュニティ防災の推進に役立つICTツールの使用方法を解説

 Google keep（グーグルキープ）
平時においては備蓄や持ち出し品のリスト化や、共有することもできますの
で、コミュニティでタスクやTo doリストを管理することができます。
 Torello（トレロ）
タスクをコミュニティで共有することで、タスクの進捗状況を共有したり分担
することが可能です。
 Glide（グライド）
Glideとは、アメリカ発のアプリ開発用のノーコードツールです。データベー
スをデータベースの知識がなくてもGoogleスプレッドシートで管理するこ
とができます。
 Canva（キャンバ）
Canvaは、オンラインで使える無料のグラフィックデザインツールです。
Canvaでは、誰とでもすぐに共同作業することが可能です。コミュニティで
共同編集を行うことで事業の目的、ターゲットなどに対する合意形成を可
視化するワークショップツールとして活用することができます。

災害対応訓練

コミュニティ連携を意識してチームに分かれたロールプレイ災害対応演習
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災害対応訓練

登場人物は複数設定し他者の立場での円滑なコミュニケーションを体験

災害対応訓練から見えたこと

• 実際の災害時に現場では多様なコミュニティの人が集まり、混乱の中も
災害対応を進めていかなければならない

• 属性、背景、立場などが異なる人とも円滑に意思決定をしなければなら
ない

• 演習での合意形成や意思決定のプロセスを分析

議論のプロセス例
• 定量的な情報と定性的な情報を区別して、「多くの人が集まっている」

ではなく「〇〇人が集まっている」という情報を意識的に提示
• 原則による対応では「マニュアルでは〇〇することになっている」「〇〇

が担当することになっているので、我々の管轄外である」といった発言
• 相反する「臨機応変に対応すべき」という発言があると議論が並行して

しまう
• とにかく「命が大事」「高齢者・子どもが最優先」という発言もあったが

、対応が複雑な状況では議論が進まなくなることもある
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災害対応演習から見えたこと

工夫された対応例
• 状況の要因や理由を考えたうえでの発言として「〇〇だから〇〇という

状況である」
• 要因を複数あげて「AとBという可能性がある」
• 判断材料としての情報収集を重視し、「行動の前に情報収集すべき」「

情報収集手段を複数提案する」
• 人的・物的リソースの配分も重要な項目であり、「誰をどの役割につか

せるか」「〇〇にある〇〇を使う」といった形で明示
• 他の主体への依頼後や派遣後の状況を考えて、「断られたとき」「戻っ

てこないとき」の対応を考える
• 対応を考えるうえで、リスク評価を行い「〇〇の危険性がある」と最初に

提示することも重要
• 意思決定にあたってのエビデンスの収集と評価として「スマホで撮影」

しておく

まとめ

• 今後の防災においてコミュニティ防災が主流となる
• コミュニティ防災を進めるにはコミュニティ防災人材が必要である
• コミュニティ防災人材はコミュニティをつなぎ、コミュニティを盛り上げる

スキルが必要である

• コミュニティ防災人材育成のために3段階のプログラムを開発した
• 防災学習のコンテンツは多数あるものの、どのコンテンツが有用か判断

しにくい
• 単独での学習は継続しにくい
• 同じ目標を持つ集団での学習は効果が高い

• プログラム修了者のOJT、交流プラットフォームの活用により継続性を
持たせる

• 地縁組織を基盤としないコミュニティでの活用が広がる
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